特定非営利活動法人みらい建設部　貸借対照表

令和3年3月31日現在
	科　　　　　　　　目
	金　　　　　額（単位：円）

	Ｉ　資産の部
１　流動資産
現金預金
未収会費
	

403,654
0
	
	

	流動資産合計
	
	403,654
	

	２　固定資産
土地
建物
	

	
	

	固定資産合計
	
	0
	

	資産合計
	
	
	403,654

	Ⅱ　負債の部
１　流動負債
短期借入金
預り金
	


	
	

	流動負債合計
	
	0
	

	２　固定負債
長期借入金　　
退職給与引当金
	

	
	

	固定負債合計
	
	0
	

	負債合計
	
	
	0

	Ⅲ　正味財産の部
正味財産
（うち前期正味財産）
（うち当期正味財産増加額（減少額））
負債及び正味財産合計
	
	
	
403,654
69,056
(334,598)
403,654

	
	
	
	



＊１　定款上その他の事業の資産・会計区分がある法人は、その他の事業に固有の資産で重要なものがある場合には、その資産状況を注記として記載する。
２　財産目録等との整合性を図ること。
３　計算書類に注記を付している場合は、あわせて提出すること。
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＊１


 


定款上その他の事業の資産・会計区分がある法人は、


その他の事業に固有の資産で重要なも


のがある場合には、その資産状況を注記として記載する


。


 


２


 


財産目録等との整合性を図ること。


 


３


 


計算書類に注記を付している場合は、あわせて提出すること。


 




  特定非営利活動法人 みらい建設部   貸借対照表     令和 3 年 3 月 31 日現在  

科          目  金       額（単位：円）  

Ｉ   資産の部   １   流動資産   現金預金   未収会費      403 , 654   0    

流動資産合計   403 , 654   

２   固定資産   土地   建物       

固定資産合計   0   

資産合計    403 , 654  

Ⅱ   負債の部   １   流動負債   短期借入金   預り金         

流動負債合計   0   

２   固定負債   長期借入金      退職給与引当金       

固定負債合計   0   

負債合計    0  

Ⅲ   正味財産の部   正味財産   （うち前期正味財産）   （うち当期正味財産増加額（減少額））   負債及び正味財産合計      403 , 654   69 , 056   ( 334 , 598 )   403 , 654  

    

  ＊１   定款上その他の事業の資産・会計区分がある法人は、 その他の事業に固有の資産で重要なも のがある場合には、その資産状況を注記として記載する 。   ２   財産目録等との整合性を図ること。   ３   計算書類に注記を付している場合は、あわせて提出すること。  

